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 本人の意思の尊重と“福祉的”身上監護 






利用者総数は 203,551人で，制度導入 17年ではじめて利用者が 20万人を突破した。しかしながら，














 家庭裁判所では，福祉的な観点から本人の最善の利益を図るために必要な助言を行うことは困難 である。 
1）裁判所ホームページ「成年後見関係事件の概況―平成 28年 1月～ 12月―」（http://www.courts.go.jp/vcms_

































会保障法の交錯　本澤巳代子先生還暦記念』（信山社，2014年）139 ― 159頁。 
5）本件の評釈として，神野礼斉「任意後見人の代理権限の範囲」本山敦編『高齢者を巡る判例の分析と展開』金融
商事判例 1486号（2016年）72 ― 75頁，平山也寸志「『面会等の禁止を請求できる権利』の任意後見人による『代理』





  1項　不動産，動産等すべての財産の保存，管理，変更及び処分に関する一切の事項 
  4項　生活費の送金，生活に必要な財産の取得，物品の購入その他の日常生活関連取引に関する事項 
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月 9日，Xの任意後見人 Aの任意後見監督人として弁護士である Eを選任する裁判が確定し，同
月 13日その旨が登記された。Aは，同年 6月 24日，Xを代理して，本件 X代理人弁護士らに対し，
本件申立てを委任した。 
 （2）Yは，Xの長男であり，歯科医師である。 
 （3）平成 21年 11月 24日，Xの夫である Fが死亡した。亡 Fは，平成 18年 5月 1日付けで自筆
証書遺言を作成しており，その内容は，亡 Fの遺産のうち，亡 F名義の預貯金等を Bに，X名義
の預貯金等を Xに，不動産のうち Xの肩書住所地のマンションの区分所有権を Xに，G所在の建
物（以下「G建物」）の 1階部分を Yに，2階部分を Xと Bに相続させるというものであった。こ
の内容は，亡 Fの遺産のほとんどを Xと Bに相続させるものであり，Yはこれを不服として，平
成 24年 1月 13日に，遺留分減殺を求める調停を申し立てた。 
 （4）平成 25年 1月 18日，Xは病気により I病院に緊急入院した後，C病院に転院した。平成 25























 （7）平成 25年 4月 2日，Xは介護施設 Dに入所した。Yは，Dへ Xとの面会のため，度々訪れた。
Yによる面会は，夜間に行われることが多くあり，宿泊を伴う面会を行ったことも複数回あった。
Xは，同年 5月 20日以降，家族への依存傾向が強まり，Yの夜間面会後，深夜まで興奮して眠れ
  6項　医療契約，入院契約，介護契約その他福祉サービス契約，福祉関係施設入所契約に関する事項 




くなり，平穏な共同生活を送っていた。Yは，同年 5月 26日，Dの施設長から Xへの面会を控え
るように求められた。 
















本件目録 1項及び 12項により，Xが Aに対し，本件仮処分命令申立ての被保全権利とされている
Xの人格権に基づく妨害排除請求権のような Xの人格的な諸利益に関する非財産的な権利の管理処
分権を授与し，又はそのための代理権を授与しているものと解することはできない。」 

























































































 　成年後見人等の職務およびその権限としては，後見類型の場合11），財産管理（民法 859条 1項），






















































律 10条 1項により，成年後見への移行が検討されるべきである」としている12）。 
 　この判旨に対して，平山［2015：84］は，安易に法定後見への移行をすべきでないとする。その
理由として，例えば，「本人が嫌悪し，拒絶する者との面会が本人の生活の平穏を害し，人格権侵











12） なお，任意後見契約法 10条 1項に定める「本人の利益のため特に必要があると認めるとき」の解釈については，
立法担当者の解説書によれば，「たとえば，①本人が任意後見人に授権した代理権の範囲が狭すぎるうえ，他の法
律行為について法定代理権の付与が必要であるが，本人の精神の状況が任意の授権の困難な状態にある場合や，










 　任意後見における身上配慮義務については， 4（1） で述べた立法担当者の解説に対し，新井＝



























































［2010：49 ― 50，53 ― 56］は，身上監護における支援を 3つに類型化している。1つは，社会福祉系
事務の決定と手配であり，福祉サービスの契約，ケアプランの確認等である。これにより，介護保




























































































渡・相続が可能な客体の存在を指摘している［米村 2017：452 ― 453］18）。そして，パブリシティ権の
ような財産的価値部分と，プライバシーや氏名，肖像といったような情報や臓器などの非財産価値
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 The guardianship for the personal “welfare” 
Madoka MIWA
 要　　旨 
 　本稿は，面会禁止請求権をめぐる裁判を素材に，一身専属権としての面会権に基づく自己決定と後
見人としての“福祉的”身上監護をめぐる問題について，考察したものである。 
 　そもそも面会は，面会する者自身が決定すべき事柄であり，その意味で一身専属的な事項ではある
が，それを後見人が代行することが可能なのかどうか，一身専属権の性質と，後見人の職務範囲とい
う 2つの側面から検討した。その結果，第 1に，本人に一身専属とされる事項であっても，代理によっ
て他者による決定が可能である場合があること，第 2に，その場合を理解するためには，後見人の見
守りや本人の利益・真意がいかなるところにあるかということを知ることがまずは必要であり，後見
人に課せられた“福祉的”身上監護としての職務範囲に合致することを指摘した。 
